
0 



昭和43年（1968年）9月20日制定   

明治の代、今の常磐町に第一のくわ音が立ちました。 

芦別誕生のうぶ声でした。それから代々の人たちが努力を重ね、

美しい郷土をつくりました。 

それをたたえ感謝するとともに、さらに立派にして次代へ渡し

たいものです。 

私たちは、この憲章をかかげて、日常生活の心がまえといたし

ましょう。 

□ 明るい家庭をつくり こどもに夢と誇りを持たせましょう 

□ 人間の尊さを知り 社会のきまりを守りましょう 

□ 郷土の自然を愛し 豊かなまちをきずきましょう 

□ 思いやりと親切で 住みよいまちにいたしましょう 

□ 教養を深め 体力を養い 文化の輝くまちをつくりましょう 

市の紋章    市の花      市の木       市の鳥 

【ゆり】       【ミズナラ】     【シジュウカラ】



【は じ め に】

本市の新たなまちづくりの指針として策定いたしました「第６次芦別市

総合計画」が、令和２年度から令和１１年度までの１０年間を計画期間と

して、本年４月からスタートいたします。 

本計画では、目指すまちの将来像を「みんなで築く 豊かで住みよい 

人と文化の輝くまち」と掲げ、心豊かで安全・安心に暮らすことができる

環境づくりに努め、誰もが住み続けたいと思えるまちを築いていくことを

目標とするものであります。 

本市はいま、人口減少、少子高齢化が進行し、地域経済が縮小するなど、

多くの課題を抱えておりますが、将来を見据えた持続可能なまちづくりを

目指し、市民の皆様をはじめ、団体、企業、行政などが連携し、一体とな

ってともに知恵と力を合わせて本計画を着実に推進し、先人の方々が築き

上げてこられた郷土芦別を、より良い形で次代へしっかり引き継いでいく

ため、皆様のより一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

本計画の策定にあたり、貴重なご意見等をお寄せいただきました市民の皆

様をはじめ、終始熱心かつ真摯なご審議をいただきました芦別市総合計画審

議会委員並びに市議会議員の皆様に心から感謝とお礼を申し上げます。 

令和 ２ 年 ３ 月 

芦別市長                    
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芦別市総合計画について 
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本市は、これまで５次にわたる総合計画を策定し、これに沿ってさまざまな施策や

事業を展開しながら、市民福祉の向上と地域の振興を目指してきました。 

この間、我が国を取り巻く社会経済情勢は、かつてない急激な人口減少と少子高齢

化社会へ進行するとともに、地球規模での環境問題の深刻化など、大きな転換期を迎

えており、時代の流れは拡大から持続・成熟へと転換しています。 

また、地方公共団体にはこのような社会環境の変化や地域の実情、市民ニーズを的

確に把握し、個性豊かで自主・自立のまちづくりを進めることが求められていますが、

地方においては、地域経済の低迷や人口減少などによる財源の伸び悩みなどが財政に

及ぼす影響は大きく、本市においても、市内経済の縮小や財政の硬直化を余儀なくさ

れており、今後のまちづくりへの影響が懸念されています。 

このため、将来に向けて身の丈に合ったまちとして地域再生に取り組む必要があり、

一定の整備がなされた社会資本や地域にあるさまざまな資源を見つめ直し、限られた

財源の中で、それらを効率的かつ効果的に活用しながら、全体として縮小しつつも市

民サービスの充実と本市の伸展につなげていく「縮充（しゅくじゅう）※①」という視

点に立ち、市民との協働によるまちづくりを進めていく必要があります。 

第６次芦別市総合計画は、「芦別市まちづくり基本条例」に基づき、中長期的な展

望に立ったうえで、本市が将来にわたって持続可能な魅力あるまちにするため、まち

の将来像を定め、総合的かつ計画的にまちづくりを進めるための計画として策定する

ものです。 

①縮充（しゅくじゅう）…必要なものを適切に選択し、地域や行政の仕組を工夫をもってコンパクト化、 

縮小しながらも、行政サービスの質を高め充実していくこと。 

（総合計画） 

第１５条 市は、総合的に、計画的にまちづくりを進めていくための計

画（以下「総合計画」といいます。）を定めます。 

２ 総合計画は、市の将来像を定める最上位の計画であり、まちづくり

は、これに基づきます。 

３ 市は、総合計画を定めるにあたっては、市民の意見を適切に反映さ

せるため、その計画に関係する情報をあらかじめ市民に提供し、広く

市民の参加を得ながら進めます。 

４ 市は、総合計画の内容と進行状況に関係する情報を市民にわかりや

すく提供します。

芦別市まちづくり基本条例より抜粋 

第６次芦別市総合計画について 

１ 総合計画の趣旨と特徴 

用語 

解説 
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 芦別市まちづくり基本条例に基づく最上位計画 

芦別市まちづくり基本条例第１５条において、総合計画は、目指すまちの将来像

を定める、最上位計画として位置付けています。 

第６次芦別市総合計画は、分野別に策定している個別計画や施策に対して、方向

性を示しています。 

 目標達成に向け点検・評価し改善する計画 

社会経済情勢の変化に柔軟に対応することができるよう、目標の達成状況や計画

の推進状況を点検・評価し、必要に応じて関連する具体的な取組や事務事業の改善

を図りながら目標達成を目指します。 

また、各分野においては、重点目標とその達成度を測る代表的な指標を設定して

います。 

なお、近年、社会経済情勢の変化は大きく、市民ニーズも多様化していることか

ら、中間年においては必要に応じて、基本構想、基本計画の見直しを行います。

 協働によるまちづくりを目指す計画 

計画の目標達成に向けては、市民、事業者、市などの多様な主体による協働が不

可欠です。自助・共助・公助への相互理解を深めながら実践し、地域力を高め、と

もに築き上げることを目指しています。 

 将来人口を見据えた計画 

本市の将来人口は、全国平均を上回る少子高齢化の影響などにより、今後も大き

く減少することが予想されるため、そのことを見据えた持続可能なまちづくりを目

指しています。 

第６次芦別市総合計画が持つ４つの特徴 



4

 総合計画は、基本構想・基本計画・実施計画の３つの構成となります。 

   ■ 「第６次芦別市総合計画」における「目指すまちの将来像」を示すもので、

まちづくりの基本方向やまちづくりの基本目標を定めています。 

■ 基本構想で定めた「目指すまちの将来像」を実現するための施策展開の基

本となるもので、分野ごとの現状と課題、重点目標、重点目標達成に向けた

方向性、推進すべき施策を示すとともに関連する個別計画を定めています。 

■ 具体的な事業や取組を示すもので、重点目標の達成状況や進ちょく状況を

踏まえて毎年度見直します。 

目指すまちの将来像

基本目標

重点目標

推進すべき施策

事務事業

第
６
次
芦
別
市
総
合
計
画

本
編

基
本
計
画

目 標

手 段

基
本
構
想

実
施
計
画

展開施策

構  成 

基本計画

基本構想

実施計画

第６次芦別市総合計画について 

２ 総合計画の構成と期間 
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基本構想、基本計画については、長期的な展望を持つ必要があることから、計画期

間を１０年とします。 

 また、実施計画については、社会情勢や財政状況を踏まえた事業展開を図ることか

ら、計画期間を３年とし毎年度見直します。 

 なお、計画期間の中間年となる令和6年度には、必要に応じて基本構想、基本計画

の見直しを行います。 

■計画期間及び実施計画期間 

期 間

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

実施計画
(令和11年

実施計画（令和6～8年度）

実施計画（令和7～9年度）

実施計画（令和8～10年度）

実施計画
（令和10～11年度）

実施計画（令和4～6年度）

基本構想（10年）

基本計画（10年）

実施計画（令和2～4年度）

実施計画（令和3～5年度）

実施計画（令和9～11年度）

実施計画（令和5～7年度）

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し
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分野別計画 

分野別計画 

【第６次芦別市総合計画体系図】

　①　情報共有・市民参加と協働の促進

　①　行政運営の充実

　②　財政運営の充実

　②　男女共同参画の促進

　①　移住・定住の推進

　③　広域連携の推進

　①　自然環境の保全

　②　環境衛生の維持・保全

　③　住宅環境の保全

　④　水道施設の保全

　①　都市計画の推進

　②　道路の充実

　③　公共交通の維持

　④　情報通信の推進

　⑤　消費者対策

　②　治山・治水対策

　④　交通安全・防犯対策

　③　除排雪対策

　①　防災・減災対策

　⑤　下水道・排水施設の保全

　⑥　公園・緑化の保全

２ 生活・環境

　①　農業の振興

　②　工鉱業の振興

　①　雇用・労働環境の改善

　②　観光資源の有効活用

　②　林業の振興

　①　商業の振興

　①　観光事業の振興

３ 産業・経済
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分野別計画 

分野別計画 

　②　合宿の推進

　④　専門学校・大学教育の推進

　①　国際交流の促進

　⑤　文化財の保護

　①　幼児教育の推進

　②　小中学校教育の推進

　③　高等学校教育の推進

　①　生涯学習の充実

　②　家庭教育の充実

　③　青少年の健全育成の推進

　④　芸術文化の振興

　①　スポーツの振興

５ 教育・文化

　①　保健の充実

　②　食育の推進

　③　医療の充実

　①　地域福祉の充実

　⑥　家庭児童相談の充実

　⑦　ひとり親家庭福祉の充実

　④　障がい者（児）福祉の充実

　⑤　子育て支援の充実

　④　後期高齢者医療の充実

　①　生活困窮者支援の充実

　②　国民年金の充実

　③　国民健康保険の充実

　②　高齢者福祉の充実

　③　介護の充実

４ 保健･医療･福祉･介護
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本市の人口は、炭鉱が全盛期であった昭和３４年の 75,309 人をピークとし、そ

の後の石炭産業の衰退に伴い年々減少し続け、平成 27 年国勢調査では 14,676 人

となっています。 

また、近年は少子化による人口の自然減と合わせて、転出者が転入者を上回る社会

減が重なり、人口減少が加速化しています。 

その年齢構成は、平成7年から平成27年までの20年間で、15歳未満の年少人

口率は 5.3 ポイント減少し 7.6%、15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口率は 15.5

ポイント減少し48.8％、65歳以上の高齢化率は20.7 ポイント増加し43.6％と少

子高齢化が一層進行しています。 

人 口 の 動 き 

第６次芦別市総合計画について 

３ 芦別市の現状 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H7

H12

H17

H22

H27

12.9%

11.5%

10.1%

8.6%

7.6%

64.3%

59.9%

55.9%

52.9%

48.8%

22.9%

28.5%

34.0%

38.5%

43.6%

人口における年齢構成の推移

0-14歳 15-64歳 65歳以上

資料：国勢調査（各年10月1日現在）
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芦別市の人口と世帯数の推移

総人口 世帯数

資料：国勢調査（各年10月1日現在）
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 財政状況については、人口減少や少子高齢化に伴う地域経済の縮小による市税の減

少をはじめ、人口を算出基礎とする地方交付税等が減少する一方、市立芦別病院への

経営支援や地域課題解決のための財政負担の増加により、年々厳しさを増しています。 

このような現状から、市民福祉の増進や市民生活の安全・安心を確保しながらも、 

健全で持続可能な財政運営を堅持するため、平成30年３月に「行財政運営と改革の

基本方針」を定め、その実行計画として「財政基盤強化集中改革プラン」を策定し、

行財政改革に取り組んでいます。 

財   政 

85.3%
86.4%

90.9%
92.4%

91.3%

94.6% 94.6%

98.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

百万円
歳入・歳出・経常収支比率の推移

歳入 歳出 経常収支比率

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4,900

5,000

5,100

5,200

5,300

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

5,200

5,048 5,073

5,004
5,063

4,938

4,761
4,715

百万円

地方交付税の推移

地方交付税資料：市財政課
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国内景気は、緩やかながらも持続的に回復基調をたどり、雇用環境の改善、所得の

増加や消費の持ち直しがみられますが、本市においては、こうした状況が市民生活に

十分波及していないため、豊かさを実感できない状況が続いています。 

また、有効求人倍率が近年上昇傾向にある中で、高齢化の進展と若年労働者の転出

増加に加え、求人と求職のミスマッチの発生などの要因もあり、さまざまな業種で人

材不足が深刻化しています。 

就業者数については、産業区分別にみても第１次産業、第２次産業、第３次産業す

べてにおいて減少し続けています。 

地域経済と就業者 

（単位：人）

産業区分 H12 H17 H22 H27

第１次産業 1,092 947 744 642

第２次産業 2,819 2,152 1,837 1,691

第３次産業 5,233 4,839 4,203 3,778

総　　　数 9,144 7,943 6,860 6,152

資料：国勢調査（各年10月1日現在）

※総数には分類不能を含む

就業者数の推移
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11.9%
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10.4%

30.8%

27.1%

26.8%

27.5%

57.2%

60.9%

61.3%

61.4%

就業構造の推移

第１次産業 第２次産業 第３次産業

資料：国勢調査（各年10月1日現在）
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【農林業】 

農業については、道内でも高い気温と適切な降雨量に恵まれ、自然災害も少なく作

物の生育に適した気候であることから、基幹作物である水稲のほか、馬鈴しょ、南瓜、

百合根、メロン、花きなど、良質な農作物が生産されています。 

 しかし、農業者の高齢化による農家戸数、及び農業従事者の減少がこれらの生産に

も影を落としている状況です。一方、先端技術を活用したスマート農業への取り組み

や生産者による農作物の販路拡大、海外への輸出など高付加価値化への取り組みが行

われ始めています。 

 林業については、森林面積約 75,７00ｈａのほとんどが国有林で約 91％を占め、

うち私有林約５％と市有林約１％をあわせて約 4,300ｈａで全体面積の約６％とな

っています。このうち、小規模所有者や不在村森林所有者が多いため、私有林の一部

が除間伐・枝打ち等の管理が適切に行われていない状況です。 
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農業産出額の推移

畜産 耕種

資料：農林業センサス結果等を活用した市町村別農業産出額の推計結果

国有林,

68,876,

91%

道有林, 

2,537,

3%

私有林,

3,659, 
5%

市有林, 

663, 

1%

林野面積（単位：ha）

資料：北海道林業統計（平成31年2月）
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【商 業】 

 商業については、周辺都市における大型店や郊外型専門店の進出により、市外への

消費の流出が増加しているほか、市内の商店においては、経営者の高齢化や後継者不

在による廃業等のため、商店数の減少に歯止めがかからず、空き地・空き店舗が多く

なっている状況です。 

また、従業者数は、商店数の減少に伴い年々減少している状況です。 

 商品販売額等については、平成1６年から平成28年までの1３年間で約３２．１％

減少していますが、1商店あたりの販売額は、個人経営の商店の廃業等により店舗数

が減少した影響と、大型店舗への売上げ割合が高まったことから多くなっているもの

の、個人商店の経営は依然として厳しい状況にあります。 
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【商業】商店数・１商店あたりの販売額の推移
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資料：H16及びH19商業統計調査、H24から経済センサス
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資料：H16及びH19商業統計調査、H24から経済センサス
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【工鉱業】 

 工業については、精密機械製造業（超小型ベアリング）とその関連企業、食料品製

造業、木材加工業など、高い技術力を持つ企業が立地しています。 

製造品出荷額は、平成 21年から平成 30 年までの 10年間において 26.7％増加

し、1６３億3,000 万円となっています。 

 従業者数は、生産年齢人口の減少が続いている中にあっても一定人数を維持してお

り、事業所数は、平成21年以降において若干の増減はありますが、横ばいで推移し

ています。 

また、１工場あたり製造品出荷額等は、平成21年から平成30年までの10年間

で41.9％増加し、６億5,320万円となっています。 

鉱業においては、坑内掘り炭鉱閉山後も市内業者による露頭炭の採掘は行われてお

りますが、石炭の納入先である北海道電力㈱における火力発電事業が縮小傾向にある

ことから、経営は厳しさを増しています。 
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資料：工業統計調査（各年12月31日現在）

資料：工業統計調査（各年12月31日現在）
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 保健・医療については、人口減少や少子高齢化社会の進行と相まって、市内の医療

機関の廃業と市立芦別病院の診療体制の縮小などにより、平成21年から平成30年

までの10年間で患者総数が33.9％減少しています。 

しかしながら、市民の健康状態は、平均寿命が全国平均と比べても短く、良い状態

とは言えない状況です。死因では、虚血性心疾患で亡くなる方が多い傾向にあります

が、これは生活習慣病の予防に努めることで発症を抑制することができるものです。 

 福祉・介護においては、65歳以上の老年人口が平成 21年から平成 30年までの

10 年間で 7.9％上昇しており、要支援・要介護認定者も増加傾向にあります。さら

に、その認定者のうち認知症高齢者数が半数以上を占めている状況です。 

保健・医療・福祉・介護 

36.9% 37.6% 37.9% 38.9% 39.9% 40.6%
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老年（65歳以上）人口割合の推移（高齢化率）

芦別市 全道

資料：北海道（住民基本台帳（H21～H25：３月31日現在、H26～：１月１日現在）
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 社会教育については、市民の生涯学習を支援するための活動のほか、家庭教育の充

実、非行防止活動など青少年健全育成に向けた取組、市民による自主的な芸術・文化

活動への参加、本市独自の歴史・文化を表す文化財の保護など、幅広い年代において

多様な活動が展開されています。 

教育機関については、令和元年度現在において幼稚園１園、小学校２校、中学校２

校、高等学校２校、専門学校１校、大学１校があり、充実した教育環境が整っていま

すが、今後も児童・生徒数の減少が見込まれる状況です。 

 スポーツについては、なまこ山総合運動公園を中心に一般利用及び合宿や大会など

で利用されており、その利用者数は年間１０万人前後で推移しています。 

また、合宿入込数は、市内の民間宿泊施設の廃業等の影響を受け、平成19年度の

21,880人をピークに減少していることから、合宿利用者の市外への流出を防ぐため、

新たな宿泊施設を整備します。 

教   育 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

球技場 5,129 9,277 8,991 6,190 7,544 5,699 3,954 0 0

パークゴルフ場 19,397 17,761 17,864 15,705 15,617 15,257 14,735 12,039 10,765

市民球場 6,889 6,852 8,112 5,140 10,807 5,970 5,008 5,472 6,358

陸上競技場 7,151 12,303 8,229 6,806 7,685 5,535 9,581 7,597 7,442

総合体育館 55,805 55,631 56,086 69,361 62,347 63,362 61,069 48,919 57,726

合 計 94,371 101,824 99,282 103,202104,000 95,823 94,347 74,027 82,291

合宿入込数 20,199 18,564 17,669 13,863 12,651 11,558 13,098 12,009 14,949
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資料：市教委体育振興課
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 本市の住みやすさを調査した結果、「住みやすい」と「どちらかというと住みやす

い」と回答した市民は４８.２％、高校生・専門学校生では４３.４％となっています。 

また、「これからも本市に住み続けたいか」との質問には、４７.０％の市民が「市

内に住み続けたい」と回答しており、半数近くの方が本市への定住を望んでいますが、 

高校生・専門学校生では５.５％となっています。その理由については、「自分のやり

たい仕事・職場がない」などの回答となっています。 

【市民と高校生・専門学校生に聞いた、芦別市の住みやすさと定住意向】 

【高校生・専門学校生に聞いた、芦別市以外に住みたい理由、上位５項目】 

住み続けたい芦別市 

第６次芦別市総合計画について 

４ 市民の願い ～市民、高校生・専門学校生アンケート結果より～
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 本市の現状に対する項目別満足度を調査した結果、市街地活性化に関する買い物や

飲食店舗の減少、医療体制や除排雪体制、雇用環境、観光振興に対して不満が多い結

果となりました。 

このため、人口減少、少子高齢化や地域経済の低迷が深刻化する中で、商店街の振

興や市民生活に欠かせない医療環境、除排雪及び雇用環境の充実が望まれています。 

 また、これからのまちづくりのキーワードについては、「豊かな自然」「安全・安心」

が男女ともに最も多く、以下「快適さ・便利さ」「ふれあい」「活力・賑わい」が挙げ

られています。 

市街地活性化や医療の充実 

順  位

第１位 豊かな自然 253人 豊かな自然 107人 豊かな自然 146人

第２位 安全・安心 119人 安全・安心 61人 安全・安心 58人

第３位 快適さ・便利さ 40人 快適さ・便利さ 18人 快適さ・便利さ 22人

第４位 ふれあい 33人 子育て・教育 14人 ふれあい 20人

第５位 活力、賑わい 29人 活力、賑わい 13人 スポーツ・文化 18人

これからのまちづくりのキーワードベスト５［市民394人］
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 総合計画では、目指すまちの将来像の実現に向け、分野ごとに設けられた基本目標

と重点目標の達成を目指し、推進すべき施策に基づく事務事業や取組を実行します。 

 目指すまちの将来像の実現に向けた施策や事務事業は、毎年「実施計画」に集約さ

れ、限られた財源や人材の効果的かつ効率的な活用を目的に、「計画・実行・評価・

改善」のサイクルにより、毎年度見直しを図りながら総合計画を着実に進めます。 

第６次芦別市総合計画について 

５ 総合計画の機能 
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 本市の特性をはじめ、市民の願いや今日的な問題・課題を踏まえながら、本計画を

策定するうえでのまちづくりの基本方向を次のように定めます。 

本市では、「芦別市まちづくり基本条例」を施行し、まちづくりを進めるうえでの

基本的なルールを定め、市民・議会・市の協働によるまちづくりを目指しています。 

 市民一人ひとりがまちづくりの主役となって、それぞれの役割を分担したうえで、

「情報共有」と「市民参加と協働」という２つの柱を基本としてまちづくりを進め

ます。 

市 民

議 会 市

情
報
共
有

議決・行政運営のチェック

情　報　共　有

情
報
共
有

市
民
の
代
表
機
関

ま
ち
づ
く
り
へ
の
参
加

情 報 共 有

市民参加と協働

「情報共有」と「市民参加と協働」による自主・自立を進めるまちづくり 

基本構想 

１ まちづくりの基本方向 

ま ち づ く り の 基 本 的 な 考 え 方 イ メ ー ジ 図
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 今後も人口減少が予想されるなか、本市に暮らす人々が安心して住み続け、このま

ちを次の世代に継承していくためには、財政の健全化による持続可能な自治体経営を

進めることが必要です。 

限られた財源で、各施策の推進と健全な財政の堅持に向けた取組のバランスを図り

ながら、身の丈に合った収支均衡型の財政構造へ転換するため、縮充の視点を持ち合

わせた各種施策の見直しによる財政の健全化を図り、将来の世代に過剰な負担を残さ

ない持続可能なまちづくりを進めます。

人口減少と高齢化が進展するなか、市民がいつまでも健康で、幸福を実感して暮ら

せる活力あるまちづくりが求められています。 

本市に暮らす人々が生涯を通じて満足して生活できるよう、雇用の確保や保健・医

療・福祉・介護の充実、住宅環境や道路交通網の整備、生きがい対策、生涯学習の推

進を図るとともに、近年多発している自然災害に対し防災・減災の体制整備を強化し、

だれもが心豊かで安全・安心に暮せるまちづくりを進めます。 

“まちづくり”とは… 市民が快適に安全で安心して暮らすことができるまち 

を実現するために、わたしたちが行う活動をいいます。

“情報共有”とは… まちづくりに必要な情報をわたしたちがそれぞれ提供 

しあい、お互いに意見を交換するなど、同じ情報をもち

あわせることをいいます。

“市民参加”とは… まちづくりについて、自らの発言と行動などに責任を 

もって意見を述べることをいいます。

“ 協 働 ”とは… わたしたちがお互いの役割と責任を理解し、ともに 

考え、ともに行動し、まちづくりという共通の目標に向

けお互い協力することをいいます。

将来を見据えた自治体経営による持続可能なまちづくり 

だれもが心豊かで安全・安心に暮らせるまちづくり 
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 市町村は住民に最も身近な行政主体であり、基礎自治体として行政機能の強化が求

められています。 

本市では、中空知圏域市町との連携を中心に下水道処理やごみ処理などの広域連携

事業による事務事業の効率化に取り組んでいますが、少子高齢化が進展するなか、行

政機能を向上させ市民の生活機能を確保するため、国や北海道、近隣市町と医療・産

業・教育・生活環境などの分野において、互いの特性を生かした連携強化を進めます。 

また、交流人口の増加につながる各種合宿や観光客の誘致などの取り組みを進め、

地域経済の活性化を図ります。

芦 別 市 に お け る 他 自 治 体 と の 連 携 図

広域連携と多様な交流によるつながり合うまちづくり 

滝川市

新十津川町

砂川市

奈井江町

雨竜町

浦臼町

美唄市

中空知広域市町村圏組合

中空知衛生施設組合

石狩川流域下水道組合

北海道後期高齢者医療広域連合

空知教育センター組合

空知管内全市町

道内全市町村

国 北海道連携

夕張市 三笠市

芦別市

空知産炭地域５市１町

赤平市

歌志内市

上砂川町

連
携

連
携

滝川地区広域消防事務組合

中空知定住自立圏構想推進協議会

月形町
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、人々の暮らしと密接に関わる自治体政策と親

和性の高い考え方です。 

第 6次芦別市総合計画においては、施策・事業とＳＤＧｓとの関係を明確にして取

り組みを進めていきます。 

特に、本市が有する自然豊かな森林環境は、重要な資源と考えています。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への対応を明確にしたまちづくり 
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 まちづくり基本条例に基づき、「情報共有」と「市民参加と協働」をまちづくりを

進めるうえでの基本とし、だれもが安全・安心に暮らすことができる環境づくりに努

め、住み続けたいと思えるまちを築いていくため、本市の「目指すまちの将来像」を

次のとおり設定します。 

【目指すまちの将来像】 

「みんなで築く 豊かで住みよい 人と文化の輝くまち」の実現に向け、

効果的かつ効率的に総合計画を展開するためには、まちづくりの取組すべてに対して

「共通する目標」と「共通する方向性」を示すことが必要です。 

このことから、すべてのまちづくりの取組や活動の基本となる「自治体運営」と、

共通する分野ごとに集約した「分野別計画」の構成により、各施策や事業を体系づけ、

目指すまちの将来像の実現に向け、まちづくりに取り組んでいきます。 

目指すまちの将来像 

みんなで築く 豊かで住みよい  

人と文化の輝くまち

基本構想 

２ 目指すまちの将来像 
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１ 自治体運営 市民とともに歩む協働のまち 

 市民が積極的にまちづくりに参加できる体制を構築するため、議会及び市が市民に

情報を提供し参加の機会を広げ、それぞれの役割の中で情報を共有することにより、

より良いまちづくりが展開できるよう努めます。 

また、行財政改革を推進し財政基盤を安定させるとともに、近隣市町との広域によ

る連携強化を図りながら、効率的かつ効果的な行政運営に努めます。 

こうした取組の継続により、協働・連携の意識の醸成を市にも市民にも図るため、

「市民とともに歩む協働のまち」の実現を目指します。 

２ 生活・環境 豊かな自然と共生する安全・安心なまち 

都市基盤の形成については、道路網の整備と公共交通体系の確保により、物流や交

流人口の充実を図り、快適に暮らすことができるまちづくりに努めます。 

また、生活環境については、ごみ処理やし尿処理などの衛生環境と空き家対策など

による住宅環境の改善を図るほか、生活に欠かせない上下水道の適正な維持管理と更

新によるライフラインの整備に努めます。 

さらに、本市の豊かな自然環境については、「芦別市環境基本計画」や「芦別市花

と木・緑化推進計画」に基づき、市民との協働による保全に努めます。 

こうした取組の継続により、自然や快適な生活環境を確保することで、「豊かな自

然と共生する安全・安心なまち」を目指します。

目指すまちの将来像の実現に向けた５つの基本目標 
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３ 産業・経済 地域の資源や特性を活かした産業が伸展するまち 

農林業、商工鉱業、観光産業などに携わる関係者による自助努力に対して、現在、

行っている支援政策を維持できるよう努めます。 

また、各産業の伸展により安定した雇用の確保を支援するほか、定住者の増加によ

る地域経済の向上に努めます。 

こうした取組の継続により、定住者による地域経済の活性化を図ることで、「地域

の資源や特性を活かした産業が伸展するまち」を目指します。 

４ 保健・医療 

  福祉・介護

ひとに優しい、ふれあいと温もりのあるまち 

 出生率の低下と平均寿命の伸長により、少子高齢化が急速に進むなか、市民が健康

で生きがいを持った生活を続けられるよう、必要不可欠な事業の実施に努めます。 

また、社会環境の構築に取り組み互いに支え合い、安心して暮らせるまちづくりに

向けて努力します。 

 さらに、本市の良質で安全な食を活用して健康的な食生活習慣を身につけ、豊かな

人間性を育む施策を進めます。 

 こうした取組の継続により、地域社会で“支え合う心”と各種福祉サービスを充実

することで、「ひとに優しい、ふれあいと温もりのあるまち」を目指します。 

５ 教育・文化 地域とともに、学ぶよろこびを実感できるまち 

学校・家庭・地域が双方向に連携し合いながら一体感をもって子ども達の学力向上、

郷土に愛着と誇りをもつ豊かな心の育成、教育環境の維持に努めます。 

また、地域に根ざした文化の育成やスポーツの普及を通して、生涯学習に対する意

識啓発を図るとともに、多様な学習・交流機会を提供します。 

こうした取組の継続により、市民が生涯を通じて健康で豊かに学ぶことができる環

境を維持することで、「地域とともに、学ぶよろこびを実感できるまち」を目指しま

す。
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平成３０年に国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の地域別将来推計人

口」によると、本市の人口は年々減少を続け、第６次総合計画終了後の令和１２年度

には９,３２８人になると推計されています。 

しかし、過去の人口推移を見ると、かつて基幹産業であった石炭産業の衰退などの

影響を受け、これまで同研究所による推計人口を大きく下回ってきている状況にある

ことから、この推計人口を下回らないことを目標とします。 

を下回らないことを目標とします。 

基本構想 

３ 人口指標 

９，３２８人

社人研の推計人口 

2,956 2,421 1,910 1,429 1,109 894 708 556 441 356 

14,734 

12,604 

10,566 

8,792 
7,161 

5,791 
4,821 

3,976 3,248 2,520 

5,241 

6,001 

6,423 

6,407 

6,406 

6,076 

5,445 

4,796 
4,167 

3,683 

22,931 

21,026 

18,899 

16,628 

14,676 

12,761 

10,974 

9,328 
7,856 

6,559 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2
(H32)

R7
(H37)

R12
(H42)

R17
(H47)

R22
(H52)

人

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

■人口の推移（年齢３区分別）～各年１０月１日現在～ （単位：人）

22,931 21,026 18,899 16,628 14,676 

(16,897) (15,112)

年少人口
（15歳未満）

2,956 12.9% 2,421 11.5% 1,910 10.1% 1,429 8.6% 1,109 7.6%

生産年齢人口
（15～64歳）

14,734 64.3% 12,604 59.9% 10,566 55.9% 8,792 52.9% 7,161 48.8%

老年人口
（65歳以上）

5,241 22.9% 6,001 28.5% 6,423 34.0% 6,407 38.5% 6,406 43.6%

資料：国勢調査

※平成22年、平成27年の総人口の(　)内の数値は、第５次総合計画時の社人研の推計値です。

■国立社会保障・人口問題研究所による推計値～各年１０月１日現在～ （単位：人）

12,761 構成比 10,974 構成比 9,328 構成比 7,856 構成比 6,559 構成比

年少人口
（15歳未満）

894 7.0% 708 6.5% 556 6.0% 441 5.6% 356 5.4%

生産年齢人口
（15～64歳）

5,791 45.4% 4,821 43.9% 3,976 42.6% 3,248 41.3% 2,520 38.4%

老年人口
（65歳以上）

6,076 47.6% 5,445 49.6% 4,796 51.4% 4,167 53.0% 3,683 56.2%

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

※各年齢区分ごとに推計値を合算しているため、総人口と各区分の合計値が合わないことがあります。

平成17年平成7年 平成22年

総　人　口

平成27年

令和12年(H42) 令和17年(H47) 令和22年(H52)区　　　分

構成比 構成比 構成比

令和2年(H32) 令和7年(H37)

区　　　分

総　人　口
構成比 構成比

平成12年
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 土地は、市民生活や産業活動の基盤となることから、将来にわたり限られた資源を

有効に活用することが必要です。 

 土地利用にあたっては、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、市民

が安全で安心して暮らせる生活環境の整備に努めます。 

また、地域の歴史や文化、地理的条件などの特性に配慮しながら、土地関連法令な

どを適切に運用し、効率的で秩序ある土地利用の実現を目指します。 

 都市地域については、都市計画法に基づき、適正に土地区画整理事業や街路・公園・

下水道などのインフラ整備が実施されたことから、良好な都市施設を有しています。 

 今後も、これらの都市地域の維持に努め、適切な環境の保全を進めながら、市民が

安全・安心して暮らせる住環境を提供します。

 農業地域については、効率的・安定的な生産性の高い農業経営を確立するため、生

産効率と収益性の高い良質で安全な食料生産地域を形成し、土地利用効率を考慮した

農地の流動化と担い手への集積を行います。 

 また、国の制度などを有効に活用しながら、農業の多面的な機能の発揮に向けて、

自然生態系や景観などに配慮した生産基盤を整備するとともに、計画的な維持管理を

行います。 

 森林地域については、木材の生産による経済的機能をはじめ、環境との調和に配慮

した多面的機能を発揮できるよう、国有林や道有林を管理する国や北海道と連携して

計画的な森林整備を推進します。 

また、森林の保全と育成を図るとともに、自然環境学習、健康増進などへの利活用

を進めます。 

さらに、林業の担い手確保・育成を目的として、北海道立北の森づくり専門学院の

実習フィールドとしても活用します。 

都市地域 

農業地域 

森林地域 

基本構想 

４ 土地利用の方針 


